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平成１９年３月期  中間決算短信(連結)         平成 18 年 11 月 10 日 

上 場 会 社 名  株式会社ＪＢＩＳホールディングス            上場取引所 東証１部 

（日本証券代行株式会社分）            本社所在都道府県 東京都 
(ＵＲＬ http://www.jbis-hd.com) 

代 表 者  役職名 代 表 取 締 役 社 長  氏名 内池 正名 

問合せ先責任者  日本証券代行株式会社 

役職名 取締役総合企画部長  氏名 竹下 叔孝      ＴＥＬ  (03)5641-8201 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 10 日 

米国会計基準採用の有無  無  

 

18 年 9 月中間期の連結業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

(1) 連結経営成績                 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営業収益 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％  百万円 ％

18 年 9 月中間期 4,754 △ 9.7 △ 1,107 ― △ 698 ― 
17 年 9 月中間期 5,268 1.8 △ 1,227 ― △ 1,102 ― 

18 年 3 月期 10,202 △ 2,207 △ 1,854 

 

 中間(当期)純利益 
1 株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後 1株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％   円 銭    円 銭

18 年 9 月中間期 △ 595 ― △ 60 55 ― ― 

17 年 9 月中間期 △ 2,608 ― △ 265 24 ― ― 

18 年 3 月期 △ 3,525  △ 358 59 ― ― 

(注) ①持分法投資損益    18 年 9 月中間期   42 百万円 17 年 9 月中間期   14 百万円 18 年 3 月期   28 百万円 

   ②期中平均株式数(連結) 18 年 9 月中間期 9,829,183 株 17 年 9 月中間期 9,834,308 株 18 年 3 月期 9,832,600 株 

   ③会計処理の方法の変更  無 

   ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年 9 月中間期 33,119 19,905 59.3 2,025 33 

17 年 9 月中間期 33,637 20,810 61.9 2,116 44 

18 年 3 月期 43,663 23,866 54.7 2,427 98 

(注) 期末発行済株式数(連結) 18 年 9 月中間期 9,828,356 株 17 年 9 月中間期 9,832,554 株 18 年 3 月期 9,829,761 株 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金および現金同等物

期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 △ 764 △ 257 △ 98 4,388 

17 年 9 月中間期 △ 905 △ 74 137 6,819 

18 年 3 月期 △ 1,696 △ 591 133 5,508 

 
(4) 連結範囲および持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １ 社    持分法適用非連結子会社数 ０ 社    持分法適用関連会社数 ２ 社 

 

(5) 連結範囲および持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) ０ 社 (除外) ０ 社          持分法 (新規) ０ 社 (除外) ０ 社 
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（ 添 付 資 料 ） 

 

Ⅰ．企業集団の状況 

 

  当社は、当社および子会社 1 社（連結子会社）ならびに関連会社 2 社（持分法適用関

連会社）により構成する日本証券代行グループの中核企業であります。 

  また、日本証券金融㈱を中核とする企業集団、日本証券金融グループにおける持分法

適用関連会社でもあります。 

 

  その位置付けを図示いたしますと次のとおりであります。 

 

 

証券総合システムの開発・運用を委託 
 

証券事務管理業務等に係る各種事務を委託 
      

事務室を賃借 

 

 

証券代行システムの開発・運用および 

証券代行業務に係る各種事務を委託 

       
 
 

 

 

          

 

 

 

        証券代行業務を受託 

 

 

 

※日本証券共同事務センター㈱は、平成 17 年 5 月 27 日付で、総合ビジネス㈱から商号変

更しております。 

 

 

 

 

日 

本 

証 

券 

代 

行 
株 

式 

会 

社 

持分法適用関連会社 
日本ＴＡソリューション株式会社 
（証券代行システムの開発・運用および証券代

行業務に係る各種事務代行） 

持分法適用関連会社 
新潟証券株式会社 
（証券業） 

連結子会社 
日本証券共同事務センター株式会社※ 
（証券総合システムの開発・運用管理、証券代

行業務および証券事務管理業務等に係る各種

事務代行、不動産の管理） 

その他の関係会社 
日本証券金融株式会社 
（証券金融業） 

計算・情報処理業務等を受託

東京証券取引所における売買注文を委託
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当企業集団各社が営んでいる業務は次のとおりであります。 

 

（日本証券代行株式会社） 

  株式発行会社の株式事務全般を代行する証券代行業務（※注）をはじめ、金融機関や

一般投資家等の委託を受けて株式の名義書換請求の取次業務を行うほか、有価証券の受

渡・保管・出納等に係る事務、あるいは、これらを包括した証券管理業務、ならびに証

券業に係る計算・情報処理業務などの証券関連業務全般の事務サービスを金融機関等に

総合的に提供する事務代行会社であります。 

  また、平成 15 年 1 月 6日に関東財務局より証券業の登録を受け、有価証券等清算取次

ぎ業務を開始し、同年７月には金融庁の認可のもとグリーンシート銘柄の私設取引シス

テム（PTS）運営業務を、平成 16 年 5 月からは証券取引所等における有価証券売買の取

次ぎ業務を開始するなど、証券会社のニーズを捉え、サービスの充実を図るため証券業

を開始しております。 

 ※会社法（平成 17 年 7 月 26 日公布 平成 17 年法律第 86 号）の施行にともない、従来

の名義書換代理人業務から証券代行業務に名称を変更しております。 

 

（日本証券共同事務センター株式会社） 

  証券総合システムの開発・運用管理、各種事務の代行業務および不動産の管理等を行

っております。 

  当社は、平成 17 年 5 月 27 日、東洋証券㈱および水戸証券㈱との三社間で、広く証券

業界の共通プラットフォームとして、証券業務に関するシステムサービスと関連事務サ

ービスとを一体の形で提供する「証券共同事務センター」創設に関する業務提携を行い、

当社および同社がこれらサービスを提供する運営主体となりました。これにともない、

同日付で、同社は総合ビジネス株式会社から日本証券共同事務センター株式会社に商号

変更するとともに、事業提携の一環として同年 7月 25 日付で第三者割当による新株式発

行を実施し、資本金を 1 億円から 4 億円に増資しております。これにより、当社の同社

に対する所有割合（議決権比率）は 100％から 75.8％となっております。 

 

（日本ＴＡソリューション株式会社） 

  証券代行システムの開発・運営および同システムを活用した委託会社・株主のデータ

処理業務の受託などを行っております。 

  当社は、同社の株式を 20％（議決権比率）所有しております。 

 

（新潟証券株式会社） 

  証券業を行っております。 

  当社は、同社の株式を 21.4％（議決権比率）所有しております。なお、当社は同社を

平成 17 年 3 月期より、持分法適用会社としております。 
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（日本証券金融株式会社） 

  証券取引法に規定する証券金融事業を営む会社で、貸借取引、公社債貸付、一般貸付、

債券貸借および貸株業務などにより、証券会社や個人投資家、機関投資家に対して、金

銭または有価証券を貸付けております。 

  同社は、当社の株式の 41.1％（議決権比率）を所有しております。 

  なお、当社は同社から証券代行業務等を受託するとともに、同社より信用取引に係る

借入を行っております。また、同社は東京証券取引所に上場しております。 
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Ⅱ．経営成績および財政状態 

 

１．経営成績 

（１）当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資

の拡大や個人消費の持ち直しなどから、緩やかな拡大基調を維持してまいりました。 

この間、証券業界では、証券決済制度改革が進められ、改革の集大成というべき「株

券の電子化」に向けて㈱証券保管振替機構への株券の預託が一段と進捗しております。

この株券の電子化をはじめとする、一連の有価証券の電子化は、「アナログ」から「デ

ジタル」への変革であり、当社グループではこのデジタル時代にふさわしい形で、新

しい時代のニーズにあった事務サービス、システムサービス、そして事務とシステム

を一体にした BPO サービスを証券会社・銀行等の金融機関、あるいは証券業務に携わ

る関係者の皆様にご提供すべく、ノウハウの集積と体制確立に取り組んでまいりまし

た。 

先ず、証券代行部門においては、株券の電子化にともなう業務フローの変化や同業

他社との競合激化に対応するため、事務の効率化と競争力の強化が不可欠との観点か

ら、住友信託銀行㈱との共同出資により、次世代名義書換代理人システムの開発・運

営およびデータ処理業務を行う、日本ＴＡソリューション㈱を設立。業界最先端の証

券代行システム「NEO-CAROL」を開発するとともに、高性能システムに裏打ちされた肌

理の細やかなサービスを提供する一方で、高度化・多様化する顧客ニーズに対し、正

確かつ迅速に応える効率的な事務体制を確立しております。 

他方、証券事務管理部門においては、証券業界の変革の進行と顧客ニーズが多様化

するなか、証券会社のミドルからバックまでの業務全般を担う「共同事務センター化」

のニーズに応えるとともに、時代を先取りした事務・業務ソリューションを提供する

ため「証券共同事務センター」を創設。証券業界で広く利用可能な証券総合システム

と標準的事務サービスの開発と確立を行い、同時に、金融機関などの経営効率化や顧

客サービスの向上に適う形に業務プロセスを再設計したうえで、IT サービスと一体化

した最良の業務支援サービス（BPO サービス）を提供する体制整備を推し進めておりま

す。 

こうした状況のもと、証券業務、計算情報処理業務、事務サービスとシステムサー

ビスを一体で提供する BPO サービス等を中心に活発な営業活動を展開してまいりまし

たが、㈱証券保管振替機構への株券の預託の進捗等により証券事務管理部門における

事務取扱量が減少したことから、当中間連結会計期間の営業収益は 47 億 54 百万円（前

連結会計期間比 9.7％減）になりました。 

損益面につきましては、人員の採用抑制や事務室の集約等による経費削減を進めた

ことから、経常損益は 6 億 98 百万円の損失（前連結会計期間は 11 億 2 百万円の経常
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損失）となりました。 

この結果、中間純利益は、5億 95 百万円の純損失（前連結会計期間は 26 億 8 百万円

の純損失）となりました。 

 

（２）セグメント別概況 

   各セグメント別収益状況は次のとおりであります。 

 

   業務別収益一覧                       （単位：百万円） 

区   分 

前中間連結会計期間

平成 17 年 4 月 1 日 

平成 17 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間

平成 18 年 4 月 1 日 

平成 18 年 9 月 30 日 

 

前年同期比（％） 

 

証券代行部門 １，１６４ １,０８５ ６．８％減

 証 券 代 行 業 務 

 

そ の 他 の 業 務 

１，１１０

５４

１,０３０

５５

７．２％減

１．０％増

証券事務管理部門 ４，１０３ ３,６６８ １０．６％減

  

名義書換取次業務          

 

精 査 業 務          

 

有価証券受渡業務          

 

有価証券保管業務          

 

清 算 業 務          

 

計算・情報処理業務          

 

証 券 業 務 

 

そ の 他 の 業 務          

 

５５４

３４１

５９５

１，０３９

３３７

３５１

１１６

７６６

４３１

２１３

５２４

９４５

２５８

３８２

１３１

７８０

２２．１％減

３７．６％減

１１．８％減

９．１％減

２３．６％減

８．８％増

１３．５％増

１．９％増

営 業 収 益 合 計 ５，２６８ ４,７５４ ９．７％減
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○証券代行業 

証券代行部門におきましては、新証券代行システム「NEO-CAROL」による高性能シ

ステムの提供に加え、法務・実務コンサルティング、株主総会支援サービス、株式

公開支援サービス、ＩＲコンサルティング等を含めた総合的なサービス提供の営業

を進めてまいりましたが、前年同期に比べ増資等に伴う臨時事務が減少したことか

ら、営業収益は 10 億 85 百万円（前年同期比 6.8％減）となりました。 

 
  ○証券事務管理業 

証券事務管理部門におきましては、証券業務、計算情報処理業務、事務サービス

とシステムサービスを一体で提供する BPO サービス等を中心に活発な営業活動を進

めてまいりましたが、㈱証券保管振替機構への株券の預託の進捗により、当該株券

に係る事務取扱量が減少したことから、営業収益は 36 億 68 百万円（同 10.6％減）

となりました。 
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２．財政状態 
当中間連結会計期間末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」

という。）は、前連結会計年度末に比べ 11 億 19 百万円（△20.3％）減少し、43 億 88

百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は

次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金は、税金等調整前当期純損失 5億 91

百万円の計上等により、7億 64 百万円の減少となりました。 

 

(投資活動によるキャッシュ･フロー) 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金は、無形固定資産(ソフトウェア)取

得による支出 3億 29 百万円等により、2億 57 百万円の減少となりました。 

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金は、配当金支払額 97 百万円等により、

98 百万円の減少となりました。 

 
キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 前中間連結 

会計期間末 

(17.9.30)

当中間連結 

会計期間末 

(18.9.30) 

前 連 結 

会計年度末 

(18.3.31)

自 己 資 本 比 率   (％) 61.9 59.3 54.7 

時価ベースの自己資本比率  (％) 26.7 23.7 23.9 

債 務 償 還 年 数   (年) － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － 

(注) 自己資本比率：株主資本 + 評価・換算差額等 / 総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額 / 総資産 

   債務償還年数：有利子負債 / 営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー / 利払い 

 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 
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３．通期の見通し 
当社および日本電子計算㈱は、共同持株会社「株式会社 JBIS ホールディングス」を

設立いたしました。 
今後は、両社が持つ経営資源を効果的に集約し、時代の要請に機動的かつ弾力的に

対応できる強い企業体質を築き、IT と事務の分野で培った深い業務知識、お互いの持

つ強みを活かし、統合によるシナジー効果を最大限に発揮し、お客様が最高水準のソ

リューション・サービスをご享受いただけるよう、ソリューションプロバイダー企業

として発展するべく努力してまいります。 

 
 

 



金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

% % %

14,569 43.3 12,817 38.7 17,604 40.3 

6,733 4,195 5,315 

286 333 356 

5,236 6,481 10,010 

4,703 6,375 9,864 

532 105 146 

1,510 1,179 1,359 

13 29 7 

39 2 ― 

303 342 303 

― 44 44 

456 224 231 

△ 8 △ 15 △ 23 

19,067 56.7 20,302 61.3 26,059 59.7 

( 731) ( 2.2) ( 697) ( 2.1) ( 717) ( 1.7)

435 415 420 

189 179 194 

105 102 102 

( 1,065) ( 3.2) ( 1,784) ( 5.4) ( 1,662) ( 3.8)

1,047 1,207 1,352 

― 560 292 

17 17 17 

( 17,270) ( 51.3) ( 17,819) ( 53.8) ( 23,679) ( 54.2)

15,472 16,217 22,098 

464 305 305 

193 192 187 

995 1,058 1,034 

159 57 65 

△ 14 △ 11 △ 12 

33,637 100.0 33,119 100.0 43,663 100.0 

ソフトウェア仮勘定

貸 倒 引 当 金

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(18.3.31)

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末

科　　　　目 (17.9.30)

差入敷金・保証金

そ の 他

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

(単位：百万円)

中　間　連　結　貸　借　対　照　表

( 資 産 の 部 )

現 金 お よ び 預 金

営 業 未 収 金

有 価 証 券

立 替 金

流 動 資 産

預 託 金

信 用 取 引 資 産

信用取引貸付金

(18.9.30)

社 内 長 期 貸 付 金

土 地

貸 倒 引 当 金

( 有 形 固 定資 産 )

建物および構築物

固 定 資 産

( 無 形 固 定資 産 )

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

信用取引借証券担保金

器 具 お よ び 備 品

出 資 金

そ の 他

短 期 差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計
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金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

% % %

8,128 24.2 8,646 26.1 12,520 28.7 

5,153 6,277 9,876 

4,605 6,168 9,720 

548 108 155 

1,225 516 799 

416 593 487 

48 8 120 

45 23 43 

1 0 ― 

682 657 658 

243 262 209 

61 92 66 

251 205 227 

0 5 31 

4,437 13.2 4,558 13.8 7,002 16.0 

2,737 3,066 5,459 

1,318 1,163 1,185 

189 215 210 

192 112 147 

4 0.0 9 0.0 7 0.0 

4 9 7 

12,570 37.4 13,213 39.9 19,530 44.7 

256 0.7 ― ― 266 0.6 

500 1.5 ― ― 500 1.1 

1 0.0 ― ― 1 0.0 

16,310 48.5 ― ― 15,392 35.3 

4,002 11.9 ― ― 7,979 18.3 

△ 4 △ 0.0 ― ― △ 6 △ 0.0 

20,810 61.9 ― ― 23,866 54.7 

33,637 100.0 ― ― 43,663 100.0 

― ― 15,143 45.7 ― ― 

― ― 500 1.5 ― ― 

― ― 1 0.0 ― ― 

― ― 14,650 44.2 ― ― 

― ― △ 8 △ 0.0 ― ― 

― ― 4,495 13.6 ― ― 

― ― 4,495 13.6 ― ― 

― ― 266 0.8 ― ― 

― ― 19,905 60.1 ― ― 

― ― 33,119 100.0 ― ― 

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債 、 純 資 産 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

その他有価証券等評価差額金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

(18.9.30)

前中間連結会計期間末

科　　　　目 (17.9.30)

負債､少数株主持分および資本合計

未 払 法 人 税 等

信 用 取 引 負 債

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(18.3.31)

(単位：百万円)

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

役員退職慰労引当金

そ の 他

少 数 株 主 持 分

資 本 金

( 資 本 の 部 )

当中間連結会計期間末

信用取引借入金

信用取引貸証券受入金

未 払 金

未 払 費 用

流 動 負 債

資 本 合 計

負 債 合 計

そ の 他 の 預 り 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

( 負 債 の 部 )

証券取引責任準備金

短 期 受 入 保 証 金

顧客からの預り金

そ の 他

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等

社 員 預 り 金

特別法上の準備金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債
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金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

% % %

5,268 100.0 4,754 100.0 10,202 100.0 

名義書換代理人手数料 1,110 1,030 2,125 

名 義 書 換 手 数 料 554 431 1,087 

精 査 事 務 手 数 料 341 213 619 

証 券 受 渡 手 数 料 595 524 1,122 

保 管 手 数 料 1,039 945 1,947 

清 算 事 務 手 数 料 337 258 654 

計算情報処理手数料 351 382 696 

その他の受取手数料 893 910 1,842 

金 融 収 益 43 57 106 

2,238 42.5 1,677 35.3 4,112 40.3 

有 価 証 券 輸 送 費 209 188 395 

支 払 保 険 料 8 8 16 

支 払 手 数 料 1,957 1,407 3,554 

取 引 所 ・ 協 会 費 24 21 48 

金 融 費 用 39 51 98 

3,029 57.5 3,077 64.7 6,090 59.7 

4,256 80.8 4,184 88.0 8,297 81.3 

役 員 報 酬 83 87 171 

そ の 他 の 報 酬 21 20 28 

社 員 給 与 1,095 1,084 2,405 

退 職 金 2 ― 2 

臨 時 従 業 員 給 与 638 594 1,210 

福 利 厚 生 費 310 299 599 

退 職 給 付 費 用 11 54 29 

賃 借 料 623 670 1,273 

機 器 賃 借 維 持 費 427 323 814 

賞与引当金繰入額 251 203 224 

役員退職慰労引当金繰入額 20 26 40 

減 価 償 却 費 43 40 80 

電話加入権償却費 0 0 0 

ソフトウェア償却費 156 207 339 

貸倒引当金繰入額 7 ― 22 

その他の営業費用 563 569 1,053 

1,227 △ 23.3 1,107 △ 23.3 2,207 △ 21.6 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

(17.4.1～17.9.30) (18.4.1～18.9.30)

中　間　連　結　損　益　計　算　書

営 業 費 用

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(17.4.1～18.3.31)

営 業 総 利 益

営 業 損 失

一 般 管 理 費

営 業 収 益

科　　　　目
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金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

% % %

132 2.5 425 8.9 364 3.5 

貸 付 金 利 息 0 0 1 

受 取 利 息 3 3 5 

受 取 配 当 金 82 341 111 

リ ー ス 分 配 金 29 35 61 

匿 名 組 合 精 算 金 ― ― 100 

持分法による投資利益 14 42 28 

その他の営業外収益 1 1 54 

7 0.1 16 0.3 11 0.1 

支 払 利 息 4 3 8 

支 払 手 数 料 0 13 0 

新 株 発 行 費 償 却 2 ― 2 

その他の営業外費用 0 0 0 

1,102 △ 20.9 698 △ 14.7 1,854 △ 18.2 

5,263 99.9 117 2.5 5,265 51.6 

固 定 資 産 売 却 益 ― ― 6 

投資有価証券売却益 5,263 109 5,255 

そ の 他 の 特 別 利 益 ― 7 2 

5,876 111.6 10 0.2 6,003 58.8 

固 定 資 産 除 却 損 0 ― 38 

賃借事務室移転費用 ― 6 ― 

投資有価証券評価損 0 ― 81 

入 会 金 評 価 損 0 ― 0 

過 年 度 損 益 修 正 損 ― 2 ― 

証券取引責任準備金繰入額 2 1 5 

持 分 変 動 損 失 15 ― 15 

減 損 損 失 5,854 ― 5,854 

そ の 他 の 特 別 損 失 3 0 8 

1,715 △ 32.6 591 △ 12.4 2,592 △ 25.4 

23 0.4 3 0.1 97 1.0 

869 16.5 ― ― 825 8.1 

― ― 0 0.0 10 0.1 

2,608 △ 49.5 595 △ 12.5 3,525 △ 34.6 中 間 ( 当 期 ) 純 損 失

税金等調整前中間(当期)純損失

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

(単位：百万円)

少 数 株 主 利 益

当中間連結会計期間
前連結会計年度の
要約連結損益計算書

科　　　　目 (17.4.1～17.9.30) (18.4.1～18.9.30) (17.4.1～18.3.31)

前中間連結会計期間

営 業 外 収 益
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

(単位：百万円) 
前中間連結会計期間 前連結会計年度 

科      目 
(17.4.1～17.9.30) (17.4.1～18.3.31) 

(資本剰余金の部) 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 

(利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 

Ⅱ 利益剰余金減少高 

配 当 金 

中間(当期)純損失 

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

1 

1 

 

19,016 

2,706 

98 

2,608 

16,310 

 

1 

1 

 

19,016 

3,624 

98 

3,525 

15,392 

 
 

中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

当中間連結会計期間(18.4.1～18.9.30)                     (単位：百万円) 

 株主資本 評価・換算差額等 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金
自己

株式
株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

少数株

主持分
純資産合計

平成 18年 3月 31日 残高 500 1 15,392 △ 6 15,887 7,979 7,979 266 24,133

中間連結会計期間中の変

動額   

 剰余金の配当  (注)  △ 147 △ 147  △ 147

 中間純損失  △ 595 △ 595  △ 595

 自己株式の取得  △ 1 △ 1  △ 1

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)  △ 3,483 △ 3,483 0 △ 3,483

当中間連結会計期間中の

変動額合計 ― ― △ 742 △ 1 △ 743 △ 3,483 △ 3,483 0 △ 4,227

平成 18年 9月 30日 残高 500 1 14,650 △ 8 15,143 4,495 4,495 266 19,905

(注) 剰余金の配当は、平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
また、平成 18 年８月 30 日の取締役会において決議された、中間連結会計期間中における剰余金配

当決議額 49 百万円が含まれております。 



（単位：百万円）

　科　　　　目 金 額 金 額 金 額
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純損失 △ 1,715 △ 591 △ 2,592
減価償却費 207 255 435
減損損失 5,854 ― 5,854
持分変動損失 15 ― 15
持分法による投資利益 △ 14 △ 42 △ 28
投資有価証券等評価損 0 ― 81
固定資産除却損 0 ― 38
貸倒引当金の増減額（△は減） 7 △ 7 20
賞与引当金の増減額（△は減） 40 △ 21 16
退職給付引当金の減少額 △ 70 △ 21 △ 203
役員退職慰労引当金の増減額（△は減） △ 36 5 △ 15
証券取引責任準備金の増加額 2 1 5
リース分配金 △ 29 △ 35 △ 61
匿名組合精算金 ― ― △ 100
受取利息および受取配当金 △ 86 △ 345 △ 119
支払利息 4 3 8
投資有価証券売却・解約益 △ 5,263 △ 109 △ 5,255
固定資産売却益 ― ― △ 6
顧客分別金信託等の増減額（△は増） △ 130 23 △ 200
営業債権減少額 45 158 207
信用取引資産の増減額（△は増） 178 3,528 △ 4,589
未収金増減額（△は増） △ 0 0 0
営業債務増減額（△は減） 397 △ 185 356
信用取引負債の増減額（△は減） △ 252 △ 3,598 4,470
未払消費税等増減額（△は減） 32 △ 19 30
預り金増減額（△は減） △ 51 49 △ 104
その他 △ 129 △ 37 △ 61
小　　　　　　　計 △ 993 △ 992 △ 1,799
利息および配当金の受取額 87 344 119
利息の支払額 △ 4 △ 1 △ 8
法人税等の支払額 4 △ 115 △ 8

△ 905 △ 764 △ 1,696
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金純増減額（△は増） △ 106 ― 1
有価証券の売却・償還による収入 100 ― 100
投資有価証券の取得による支出 △ 4,638 △ 0 △ 4,639
投資有価証券の売却による収入 5,749 121 5,762
出資金の売却・解約による収入 20 ― 187
入会金の売却・解約による収入 0 ― 0
有形固定資産の取得による支出 △ 3 △ 20 △ 70
有形固定資産の売却による収入 ― ― 12
無形固定資産の取得による支出 △ 1,204 △ 329 △ 1,920
貸付金の支出 △ 24 △ 24 △ 36
貸付金の回収による収入 32 19 50
保証金・敷金の差入による支出 △ 1 △ 24 △ 40
保証金・敷金の返還による収入 0 0 1

△ 74 △ 257 △ 591
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

少数株主に対する株式発行による収入 240 ― 240
配当金支払額 △ 97 △ 97 △ 98
そ　の　他 △ 4 △ 0 △ 7

137 △ 98 133
Ⅳ 現金および現金同等物の換算差額 ― ― ―
Ⅴ現金および現金同等物の減少額 △ 843 △ 1,119 △ 2,153
Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 7,662 5,508 7,662
Ⅶ 現金および現金同等物の中間期末(期末)残高 6,819 4,388 5,508

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書

中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間

（ 17.4.1 ～ 17.9.30 ） （ 18.4.1 ～ 18.9.30 ） （ 17.4.1 ～ 18.3.31 ）

　　　期　　　　別

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

前中間連結会計期間
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
前中間連結会計期間 

(17.4.1～17.9.30) 

当中間連結会計期間 

(18.4.1～18.9.30) 

前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31) 

1.連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、１社であり、会社名

は「日本証券共同事務センター株式会

社」であります。なお、同社は平成 17

年５月 27 日付で、「総合ビジネス株式

会社」から商号変更しております。 

1.連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、１社であり、会社名

は「日本証券共同事務センター株式会

社」であります。 

1.連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、１社であり、会社名

は「日本証券共同事務センター株式会

社」であります。なお、同社は平成 17

年５月 27 日付で、「総合ビジネス株式

会社」から商号変更しております。 

2.持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社は２社であ

り、会社名は「日本ＴＡソリューショ

ン株式会社」および「新潟証券株式会

社」であります。 

2.持分法の適用に関する事項 

同左 

2.持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社は２社であ

り、会社名は「日本ＴＡソリューショ

ン株式会社」および「新潟証券株式会

社」であります。 

3.連結子会社の中間決算日等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。 

3.連結子会社の中間決算日等に関する事

項 

同左 

3.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 

4.会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方

法 

有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用して 

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定

しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法また

は償却原価法を採用しておりま

す。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。

ただし、平成 10 年４月１日以降

に取得した（建物附属設備は除

く）については、定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物および構築物 ６年～50年 

器具および備品  ３年～20年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

4.会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方

法 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定しております。 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同左 

 

 

 

4.会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方

法 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定して

おります。 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同左 
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前中間連結会計期間 

(17.4.1～17.9.30) 

当中間連結会計期間 

(18.4.1～18.9.30) 

前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31) 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案して、回収不能見込額

を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更時差

異（1,074 百万円）については、

５年間で按分し、退職給付費用

減額処理しております。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15 年）に

よる定率法により、それぞれの

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められているもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5)その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を

採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

② 賞与引当金 

同左 

 

 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15 年）に

よる定率法により、それぞれの

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

 

 

 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

 

 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

 

(5)その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

② 賞与引当金 

同左 

 

 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

（1,074 百万円）については５

年間で按分し、退職給付費用と

相殺して計上しております。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度のその発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15 年）によ

る定率法により、それぞれの発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

 

(5)その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少リスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

5.連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
前中間連結会計期間 

(17.4.1～17.9.30) 

当中間連結会計期間 

(18.4.1～18.9.30) 

前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成 14 年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）を当中間連結

会計期間から適用しております。これ

により税金等調整前中間純損失は

4,860 百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

───── 

───── 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平成

17 年 12 月９日）および「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、19,638 百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の改

正にともない、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 14 年８月

９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成 15 年 10 月

31 日）を適用しております。これに

よる税金等調整前当期純損益にあた

える影響額は 3,876 百万円でありま

す。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

───── 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

(17.9.30) 

当中間連結会計期間末 

(18.9.30) 

前連結会計年度末 

(18.3.31) 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 1,061 百万円 

２.担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

投資有価証券 3,997 百万円 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

信用取引借入金 4,605 百万円 

上記のほか、先物取引証拠金等の代

用として又は資金決済担保等とし

て、投資有価証券 751 百万円を取引

所等に差し入れております。 

３. 

(1)差し入れている有価証券等の時価額

は以下のとおりであります。 

信用取引貸証券 35 百万円 

信用取引借入金 

の本担保証券 
790 百万円 

差入保証金代用 

有価証券 
4,641 百万円 

差入証拠金代用 

有価証券 
107 百万円 

(2) 差し入れを受けている有価証券等の

時価額は以下のとおりであります。 

信用取引貸付金 

の本担保証券 
790 百万円 

信用取引借証券 35 百万円 

受入保証金代用 

有価証券 
3,000 百万円 

４.特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した

法令の条項は次のとおりでありま

す。 

証券取引責任準備金 

証券取引法第 51 条 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 822 百万円

２.担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

投資有価証券 5,960 百万円

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

信用取引借入金 6,168 百万円

上記のほか、先物取引証拠金等の代

用として又は資金決済担保等とし

て、投資有価証券 453 百万円を取引

所等に差し入れております。 

３. 

(1)差し入れている有価証券等の時価額

は以下のとおりであります。 

信用取引貸証券 ―百万円

信用取引借入金

の本担保証券 
919 百万円

差入保証金代用

有価証券 
6,288 百万円

差入証拠金代用

有価証券 
125 百万円

(2) 差し入れを受けている有価証券等の

時価額は以下のとおりであります。

信用取引貸付金

の本担保証券 
919 百万円

信用取引借証券 ―百万円

受入保証金代用

有価証券 
5,112 百万円

４.特別法上の準備金 

同左 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 781 百万円

２.担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

投資有価証券 6,885 百万円

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

信用取引借入金 9,720 百万円

上記のほか、先物取引証拠金等の代

用として又は資金決済担保等とし

て、投資有価証券 979 百万円を取引

所等に差し入れております。 

３. 

(1)差し入れている有価証券等の時価額

は以下のとおりであります。 

信用取引貸証券 41 百万円

信用取引借入金 

の本担保証券 
1,340 百万円

差入保証金代用 

有価証券 
7,723 百万円

差入証拠金代用 

有価証券 
140 百万円

(2) 差し入れを受けている有価証券等の

時価額は以下のとおりであります。

信用取引貸付金 

の本担保証券 
1,340 百万円

信用取引借証券 41 百万円

受入保証金代用 

有価証券 
6,250 百万円

４.特別法上の準備金 

同左 
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（中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間 

(17.4.1～17.9.30) 

当中間連結会計期間 

(18.4.1～18.9.30) 

前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31) 

１.     ───── 
  

２.固定資産の除却損 

器具および備品 0 百万円 

３.投資有価証券等の評価損 

投資有価証券 0 百万円 

入会金 0 百万円 

４.     ───── 

 

 
５.減損損失 

当中間連結会計期間において、親

会社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 その他 
本店システム
部における
「ＤＩＮＥ
Ｓ」システム
(東京都 
江東区) 

計算情報 
処理 

ソフトウ
ェア・リー
ス資産等

― 

親会社は、他の資産又は資産グル

ープのキャッシュ・フローから概ね

独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位に拠って資産のグルー

ピングを行いました。 

次期総合証券システム「ＮＥＯ－

ＤＩＮＥＳ」の開発が本格化し、来

期を目処に稼動予定であるため、計

算情報処理業務を営業する上記シス

テム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（5,854 百万円）

として特別損失に計上しました。 

その内訳はソフトウェア 5,252 百

万円、リース資産 245 百万円、器具

および備品 215 百万円、建物 75 百万

円およびその他 64 百万円でありま

す。 

なお、当資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを５％

で割り引いて算定しております。 

１.     ───── 
 

２.     ───── 
 

３.     ───── 
 

 

 

４.過年度損益修正損 

過年度営業収益の修正額でありま

す。 

５.     ───── 

１.固定資産の売却益 

土地および建物 6 百万円

２.固定資産の除却損 

器具および備品 38 百万円

３.投資有価証券等の評価損 

投資有価証券 81 百万円

入会金 0 百万円

４.     ───── 

 
 

５.減損損失 

当連結会計年度において、親会社

は以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類 その他
本店システム
部における
「ＤＩＮＥ
Ｓ」システム
(東京都 
江東区) 

計算情報 
処理 

ソフトウ
ェア・リー
ス資産等

―

親会社は、他の資産又は資産グル

ープのキャッシュ・フローから概ね

独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位に拠って資産のグルー

ピングを行いました。 

次期総合証券システム「ＮＥＯ－

ＤＩＮＥＳ」の開発が本格化し、来

期を目処に稼動予定であるため、計

算情報処理業務を営業する上記シス

テム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（5,854 百万円）

として特別損失に計上しました。 

その内訳はソフトウェア 5,252 百

万円、リース資産 245 百万円、器具

および備品 215 百万円、建物 75 百万

円およびその他 64 百万円でありま

す。 

なお、当資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを５％

で割り引いて算定しております。 

 


